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表1:パークレーのTBIDの初年度の予算
費目 割合 金額
販売ならび、にマー ケテイング 75% 28万1250ドル
管理費 20% 7万5000ドル
徴収コスト (市に支払p) 1% 3750ドlレ
予備費など 4% 1万5000ドル
合計 100% 37万5000ドル
(出典)CIVIT AS， April 25， 2012，“Berkeley Tourism 
Business Improvement District Management District Plan" 
4.おわりに
TBIDの資金を活用した事業のひとつに、パーク
レー市の観光ガイドともいえるVisitBerkeley (2012 
-13年度版)の発行がある。5万冊を発行したという
この冊子は、パークレーの地図とともに、旅行者向
けの交通手段や宿泊施設の案内などを掲載。さらに、
ダウンタウンやノースシャタック街、テレグラフ街
などの文化施設やレストラン、商屈などが集まって
pる地域についても紹介している。これらの地域は、
BIDが設立され、ダウ ンタウンはア ー ト、ノース
シャタックはグルメ、テレグラブはUCBに隣接した
大学と一体化した街として売り出している。
その意昧で、 TBIDは、TBIDだけで完結するもの
ではなく、 BIDがセールスポイントとするような、
地域のさまざまなリソースを結合させながら、 「地
区」を売り出していく仕組みということができる。本
稿の最初に、 MICEとの関係でTBIDが注目され始め
ている乙とをt旨描iした。たしかに、サンフランシス
コのように巨大なコンペンション施設を中心にした
TBIDは、その通りだろう。しかし、 TBIDの多くは、
地方の数万から20万人程度の人口をもっ地域で設立
されている。そこでは、 MICE的なものを期待するの
ではなく、観光客の確保を少しずつ進めようとして
いるようにみえる。こうした地道な取り組みにこそ、
目を向けていく必要があるのではないだろうか。
052.観光客受け入れ環境整備と
NPOの役割についての一考察
-京都の観光地図を事例に-
松田充史 (近畿日本ツーリスト、修士 (都市政策)) 
1.はじめに
本稿では、京都市における 「観光地図Jの事例よ
り、観光客受け入れ環境整備における現状と課題を
明らかにしたい。京都市では、 2006年に観光地図制
作を行うが、 2012年にその観光地図が廃止される。
そこで、存続の為に力を尽くしたのが「特定非営利
活動法人アジア交流センター(以下、 NPOアジア交
流センター)Jであった。この事例より、 NPOの観光
振興における新しい役割を示す状況を提示したい。
更に、訪日外国人旅行者の増大を目指すわが国にお
いて、今後の観光客受け入れ環境整備のあり方の提
言が出来ればと考える。
2.観光地図とは
わが国において精密な地図と言えば、伊能忠敬の
「大日本沿海輿地全図」で歴史上はじめて国土の正確
な姿を明らかにした。現在では国土交通省国土地理
院が作成する地図がある。だが本稿で取り上げる地
図とは、測量による正確な地理的情報を縮小して平
面に表したものではなく、想定する観光客にとって
必要とされる取材された情報が検索でき、なおかつ、
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それらの距離感がまとめて感覚的に捉えることがで
きる地図と定義する。なお、本稿の目的は、観光地
図の成立及び性質といった歴史文化及び社会的価値
を論じることに重点を置くのではなく、観光地図の
事例を通して、観光客受け入れ環境整備の地域マネ
ジメン ト(管理)における現状と課題を提示する こと
にある。
3.京都の事例
(1)京都における観光客受け入れ環境整備の主体
京都は、年間5000万人以上が訪れる日本有数の観
光地である。観光客に対する行政機関は、京都府に
商工労働観光部があり、外郭組織として公益社団法
人京都府観光連盟がある。また、京都市に産業観光
局観光MICE推進室があり、外郭組織として公益社
団法人京都市観光協会がある。また、 京都府市及び
京都商工会議所から設立された公益財団法人京都文
化交流コンペンシ ョンビュ ローーがある。同法人は、
京都市が2011年度まで京都国際観光客誘致推進協議
会(以下、誘推協)として活動してきた外国人誘客事
業を引き継いでいる。
(2)京都における観光地図
上記(1)の団体がそれぞれの予算で観光地図を発
行している。だが、各団体が個別の事業として独自で
製作・発行し、なおかつ限られた予算である為、発行
部数も限られており、観光地図が慢性的に不足する現
状がある。外国人旅行者が増えてきた2006年頃から、
ホテル・旅館・旅行会社などから外国人向けの観光地
図の必要性が高まっていった。そこで事実上京都市が
運営する誘推協が地図事業に取り組んだ。旅館、ホテ
ル、旅行会社、広告出版会社などの観光関連事業者
との勉強会が聞かれ、外国人を使ったモニタ一実証実
験などを通し「京都まち歩きマップjを製作した。こ
の地図は、印刷出版会社Kが製作したサイクリング
マップを元に、元ホテル支配人T、旅行会社社員M
が当時の京都市観光課課長(現、京都市都市計画局歩
くまち京都推進室長)の下、 Kが製作したものであっ
た。その後、 Kが京都市の単年度予算の随意契約で発
行していたが、 2012年に突如、他社製作による地図に
取り替えられた。WEBでダウンロードできる地図と
しての「京歩きマップjの採用である。在庫及び流通
を管理する必要がなく、印刷費用が掛からない。行政
担当者の負担が少ない。なお、その観光地図の形状は
「京都まち歩きマップJと酷似している。
[図111京都まち歩きマップJ
[図211京歩きマップ」
(3)観光地図論
「京都まち歩きマップjの製作コンセプトは次のと
おりであった。①京都市内のまち歩きに適した実用的
な地図、 ①B2版サイズ、 ①二色刷り(黒い色ともう一
色)、 ①対象エリアは京都市内全域で、表面に入り き
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らないエリア及び主要な観光地は裏面に拡大地図で表
示。市内全域の鳥轍図も含む、①日本語 ・英語 (ロー
マ字)併記、などであった。
観光地図として、次の点が大切で、あると上述の関
係者は述べる。1)紙媒体であり、 二色刷り、つまり
見栄えの良いカラー多色刷りでは無く、後に書き込み
が可能なもの。とれは、観光旅行者と地域住民のコ
ミュニケーションツールでもあり、道を聞き、書き込
み、マーキングが可能なものである。2)サイズはB
2版。両手で広げられる最大サイズであり、ー全体を見
渡せるものである。3)反映する地図の領域(ど乙ま
での範囲を収めるか)が、表面は中心地から全体が術
附出来るもので、必要に応じて裏面を利用する。4)
道幅や距離については、実際の縮小ではなく、感覚的
にデフォルメする。5)カラーや紙質は経済合理性を
考え、同じ予算でより多くの製作が出来る様にする。
ホテル、旅館、観光案内所などで配布し、この観光地
図を使い、道を聞き、それに答えることを想定してい
て、 ICTなどの技術が発達しても、観光地においては
必要不可欠なものであると考えているのだが、 K社長
は、 iWEBでダウンロード出来る様にしても、観光客
は観光地で入手する観光地図が必要で、はないだろう
かjと語る。だが、地図製作には費用がかかり、在庫
管理などの業務がそれに伴う。行政の予算で製作しで
も、その維持管理の課題があった。また、 事業予算を
広告収入で賄おうと広告スペースを設けても、行政で
は広告営業が難しかった。
(4)特定非営利活動法人アジア交流センター
2009年、 NPOアジア交流センターのN理事長が、
総務省の地域情報化の推進事業として、京都観光に
応用したサービス事業を行う にあたり、「京都まち歩
きマップJの存在を知った。その結果、この地図のコ
ンセプトを認め、 音声ペンを使った音声多言語観光ガ
イド [京のなび音さんぽ」 でとの観光地図を使うこと
となる。
[図2H京のなび音さんぽ」
NPOアジア交流センターは、[真の相互交流を考え
るとき経済 ・文化交流を通じて、アジア諸国との人・
もの・情報の多様な交流を活用した産業振興や文化
支流の重要性に対する共通認識は、疑うところはあり
ません。多種多様な民間交流も積極的に行われてお
り、より広く、より確実なものとするために我々も共
に担うべき役割があるものと考えます。jとして京都市
で2006年7月19日法人設立登記された。活動概要とし
て、青少年、在日外国人・留学生、国際交流、経済活
動の活性化を行い、設立以来の主な活動実績と して次
のようなものがある。
2004年 近畿経済産業局 関西インバウンドビジネス懇話会&勉強会
2005年 大分県広瀬知事 地克企業と中国青年国際人材交流中心との潟泉会議
日中韓背少年交流事業 夏季北京キャンプ交流事業
2006年~ (日中スポーツ交流年事業、文部科学省公認事業として実施)
2007年 日中国交正常化35周年記念 京都選陪使1400年記念事(京都市 ・京都府 ・日中友好協会・京都府町村会 ・京都市長会コラボ事業)
2008年 京都市少年合嶋団と中国 ・杭州市愛楽天使合ng団交流事業(京都市 ・立命館大学とのコラボ事業)
2008年~ 地域活性化事業 アグリビジネスモデル支援事業開始京丹後市 (企業・自治体 ・農家 ・農水省との協働事業)
2009年 京都南丹市美山町 市の有形財産の有効活用による地域活性化事業支援
2009年~ 産官学連携 京都市観光産業促進支援事業
2009年~ 日中緑化交流事業 甘粛省貧河上流生態緑化事業
このNPOの目的(定款に記載された目的)として、 「ア
ジア交流センタ はー、 アジア諸国の中で主に日本と中国
の青少年を中核に、ビジネス ・人材育成 ・環境保全 ・国
際交流の推進、支援などの活動を行っている民間団体で
す。これらの分野での活動を通じ、青年交流と相互理解
を深め、我が固とアジア諸国の発展、連帯の構築、公益
の増進に寄与することを目的としています。Jとあり、団
体の活動・ 業務(事業活動の概要)は、次の通りである。
①ビジネス:アジア諸国での経済活動に関する行政団体・
及び経済団体や民間団体等に対するコンサルテインク:
企画、代理、運営、後援、共催など行う事業。
①人材育成 :アジア地域と日本の大学 ・留学生 ・研修
生の受流を支援する事業。 アジア地域と日本の企業
への企業研修生等の人材受け入れを支援する事業。
①環境保全:アジア諸国の環境保全に閲するシンポジュウ
ム、セミナ イーベントの企画・開催事業。アジア地域の環
境改善(緑化推進等)事業及び日本の環境保全事業。
①国際交流の推進・支援:上記各項の事業に関する交
流ツアーの企画や手配、受け入れ、人材派遣などの
斡旋事業。アジア地域と日本の自治体・経済団体 ・
企業聞の経済交流や青少年を中心とした文化交流を
支援する事業。
更には、情報通信技術地域人材育成 ・活用事業交付金
を活用して内外旅行者が集まる国際観光地でのICT技術
を活用した安心 ・安全情報システム構築を図っている。
NPOアジア交流センターは、日本国内やアジア諸国と
の人的交流を図りながら国内の自治体をはじめとし、企
業や民間団体等とアジアにおける政府関連組織とを繋
げ、新たな双方の地域経済 ・環境・文化交流等の促進に
貢献し、相互補完ができる深い交流促進を目指して活動
している。N理事長は大手旅行会社代理庖の旅行会社社
長であり、交流を主軸に置き、そこから旅行ビジネスを
産みだそうとするところが特筆すべき点である。2003年
にビジッ ト・ジャパン ・キャンペーンが始まり、ようやく
日本が訪日外国人旅行者へ関心が持たれるようになった
時に、いち早く勉強会などを行った先見の明があると言
えよう。これに対し、従来の旅行会社は旅行斡旋業と言
われ、主体的に旅行需要をl喚起することは少なかった。
また、地域経済 ・環境 ・文化交流といった昨今の課題を
当時から認識していた。
4.観光地図マネジメント
その後、 NPOアジア交流センターN理事長は「京
都まち歩きマップ」が存続出来るよう、岡山に本社
がある教育 ・生活事業を展開する B社から、地図製
作の協賛を得る。この地図は、京都に来る修学旅行
生に配布することを目的として、 2014年度に10万部
作成される予定である。また、 K社長自らの営業努
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力により2社からの協賛を得て、 合計20万部作成する
めどが立った。K社長は、[修学旅行生向けの観光地
図の必要部数は、 年間約100万人の生徒が訪れる為、
5人に1枚用意する必要から20万部は最低で、も必要だJ
と考える。また、観光地図の流通についても、行政
からの正式ルー トの要請ではないにもかかわらず、
N理事長、 K社長自らが掛け合い、各学校への配布
や、現場ニーズに応え観光案内所にも置くことが決
まった。
更に、 「年間5000万人の観光客や、ますます増える
訪日外国人旅行者が訪れる京都では、観光地図が最
低でも60万部は必要であるjとK社長は考える。確
かに、 「京都まち歩きマップj以外に発行されている
観光地図は存在するので、それなりに需要は満たす
のであろう。しかし、「コンセプ トを持つ 「京都まち
歩きマップjの現場ニーズは高LリとK社長は語る。
5.まとめ
京都において、観光地図は、地域の情報インフラで
あり行政サービスとして必要で、あるのか、それと も、
受益者負担の情報ツールであるか、といった議論は無
い。行政サービスとして必要な事業か否かは、その時
の行政担当者およびその管理者の判断にあり、判断は
その都度変わるのが現状である。確かに、 WEB上で
提供すれば、必要な人聞が必要なだけプリントすれば
良いので、それで行政サービスとしては十分で、あると
いう考えもある。だが、観光客の利便性を考えると紙
媒体の配布が望ましく、 WEBでの提供で観光地図の
ニーズは満たされるかは未明である。行政の予算があ
れば観光地図などの印刷物を製作し、無ければ製作し
ない。「京都まち歩きマップjの事例は、全国の各都
市でも内在する課題ではないだろうか。そこで、 NPO
は観光地図の存続に大きな役割を果たす可能性がある
と言えるのではないだろうか。
以上より、本稿では、観光地図を持続的に提供する
システムが、観光客受け入れ環境整備における課題を
指摘し、また、 京都でその課題に取り組むNPOと観
光事業者のケースを示した。
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